
 

- 1 - 

別紙３ 

川西町の給与・定員管理等について（平成２３年度） 

１ 総括 

 ⑴ 人件費の状況（一般会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口 

(平成２２年度末) 
歳 出 額 

Ａ 実質収支 人 件 費 

Ｂ 
人件費率 

Ｂ／Ａ 
(参考) 

２１年度の人件費率 

２２年度 
              人 

１７，４７４ 
      千円 

9,027,300 
    千円 

137,170 

    千円 

1,976,000 

      ％ 

21.8 
              ％ 

22.0 

 （注）  人件費には、特別職（常勤・非常勤）に支給される給料、報酬等を含みます。  

 

 ⑵ 職員給与費の状況（一般会計決算） 

区 分 職員数 

Ａ 

給 与 費 （ 千 円 ） 一人当た

り給与費

Ｂ／Ａ  

（参考） 

類似団体平均一人

当たり給与費 給  料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当      計  Ｂ 

２２年度 ２３５  949,551 110,221 361,650 1,421,422 6,048 5,555 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

         ２ 給与費は当初予算に計上された額であり、特別職は含みません。 

 ⑶  特記事項 

 

⑷ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 
 (注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示すものです。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。 

２ 一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）          （単位： 円） 

 

 

 

１級  

 

２級  

 

３級  

 

４級  

 

５級  

 

６級  

１号給の  

給料月額  

 

135,600 

 

185,800 

 

222,900 

 

261,900 

 

289,200 

 

320,600 

最 高 号 給 の

給料月額  

 

243,700 

 

309,200 

 

356,400 

 

401,300 

 

415,500 

 

429,800 

 （注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。  
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３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

⑴   職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２２年４月１日現在） 

  ①一般行政職                                                                           

  
区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

                                    

                                    

                                    

                                    

                                    

                                    

                                    

川西町 ４２．９歳 331,100円 414,487円 352,774円 

山形県 ４４．０歳 349,400円 431,600円 376,400円 

国 ４２．３歳 327,205円 ―    397,723円 

類似 

団体 ４３．３歳        320,558円 369,308円 343,187円 

                                                                                           

 ②技能労務職                                                                           

 

区 分 

公 務 員 民  間 備 考 
 

平均年齢      

 

職員数 

 

平均給料月額 
平均給与月額

(Ａ) 

平均給与月額

（国ベース） 

対応する民間

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

（Ｂ） 
Ａ/Ｂ 

川西町 ４４．７歳 

 

２６ 

 

333,600円 357,115円 350,046円 ― ― ― ― 

 うち用務員 ５２．７歳 ４ 367,100円 382,950円 382,183円 用務員 53.8歳 209,700円 1.82 

うち自動車運転手 ４７．３歳 ４ 342,600円 403,000円 369,617円 自動車運転手 50.0歳 187,300円 2.15 

うち学校給食員 ４３．２歳 

 

１６ 

 

329,400円 345,650円 342,417円 調理師 40.3歳 217,500円 1.58 

うち保育所 

調理師 
* ２ ＊   * * * * * * 

山形県 ４３．９歳 ５５１ 322,000円    368,800円 343,100円 ― ― ― ― 

国 ４９．５歳 3,689 283,862円 ― 321,662円 ― ― ― ― 

類似団体 ４９．４歳 １３ 281,771円 302,826円 291,506円 ― ― ― ― 

 

区 分 

参   考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（Ｃ） 

民間 

（Ｄ） 
Ｃ/Ｄ 

川西町 ― ― － 
  うち用務員 

 自動車運転手 

4,595,400 円 2,943,200 円 1.56 

4,836,000 円 2,699,800 円 1.79 

うち学校給食員 4,147,800 円 2,957,200 円 1.40 

うち保育所 

調理師 
* ― ― 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成 20～22年の３ヶ月平均） 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない 

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては

前年度に支給された期末・勤勉手当、民間において前年支給された年間賞与の額を加えたものである。 

 (注）１  「平均給料月額」とは、２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。                                                                           

     ２  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手 

当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。 

また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比 

較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 
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⑵  職員の初任給の状況（２３年４月１日現在） 

区    分 
川西町 県 国 

初任給 初任給 初任給 

一般行政職 
大 学 卒 172,200円 172,200円 172,200円 
高 校 卒 140,100円 140,100円 140,100円 

技能労務職 高 校 卒 139,400円 135,600円 － 
                                        

⑶   職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在） 

区    分 経 験 年 数 1 0 年         経 験 年 数 1 5 年         経 験 年 数 2 0 年         

一般行政職 
大 学 卒 252,600円 290,600円 321,000円 

高 校 卒 207,000円 252,600円 290,600円 

技能労務職 高 校 卒    201,000円 235,400円 278,300円 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

⑴   一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比  

                                     
１ 級  主事・主事補 １８人 14.9％ 

２ 級  主事 ８人 6.6％ 

３ 級  主任 ２３人 19.0％ 

４ 級  主査 ３６人 29.7％ 

５ 級  主幹 ２５人 20.7％ 

６ 級  課長 １１人 9.1％ 

 （注）１ 川西町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

     
⑵ 昇給への勤務成績の反映状況 
 

勤務状況に応じた昇給調整を行っている。 

 

２級, 6.6% 
２級, 6.6% ２級, 11.6% 

３級, 19.0% 

１級, 11.6% 

３級, 20.9% 

４級, 29.7% 

３級, 19.8% 

４級, 31.4% 

５級, 20.7% ５級, 22.3 % 

５級, 13.2% 

６級, 9.1% ６級, 8.3% ６級, 7 .8% 
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５ 職員の手当の状況 

⑴ 期末手当・勤勉手当 
 

   

    

川 西 町 県 国 
１人当たり平均支給額（２２年度） 

        １，４６１千円 
１人当たり平均支給額（２２年度） 

        １，５３５千円 － 

（２２年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

2.60 月分     1.35 月分 

( 1.45 )月分    ( 0.65 )月分 

（２２年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

2.55 月分     1.20 月分 

( 1.40 )月分    ( 0.60 )月分 

（２２年度支給割合）  

期末手当      勤勉手当 

2.60月分     1.35月分 

( 1.45 )月分   ( 0.65 )月分 
（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役職加算  ５％～１５％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算  ５％～２０％ 

管理職加算 １０％～２５％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算   ５％～２０％  

管理職加算 １０％～２５％ 
（注）１  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

  

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）  

 

勤務状況に応じた勤勉手当支給の調整を行っている。  

 

⑵   退職手当（平成２３年４月１日現在） 
 

   
川西町 国 

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年          23.500月分  30.550月分 

勤 続 2 5 年          33.500月分   41.340月分 

勤 続 3 5 年          47.500月分   59.280月分 

最 高 限 度 額    59.280月分   59.280月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置  2％～ 20％加算  

1 人当たり平均支給額 －千円  25,999 千円 

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年          23.500月分  30.550月分 

勤 続 2 5 年          33.500月分   41.340月分 

勤 続 3 5 年          47.500月分   59.280月分 

最 高 限 度 額    59.280月分   59.280月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置  2％～ 20％加算  

 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 

⑶ 地域手当 

  （平成２３年４月１日現在） 

支給実績（２２年度決算）    千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）     円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

なし ０％ ０人 ％ 

 

⑷  特殊勤務手当（平成２２年度決算より） 

支給実績                       ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額                      ０ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合                       ０  ％ 

手当の種類（手当数） １３      種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

防疫作業手当 

一般行政職 

感染症の予防業務  日額 290円 

動植物防疫手当 動植物の防疫等の業務 日額 150～250円 

税務手当 
税務事務に従事及び徴収等

の外勤に従事 

月額 1,500円 

日額 150円 

窓口勤務手当 窓口業務に従事 月額 1,000～2,000円 

用地交渉業務手当 用地取得等の交渉業務 日額 200円 

保育業務手当 保育士及び教諭 保育業務に従事 月額 2,500円 

消防職員夜間特殊勤務手当 
消防職 

深夜勤務に従事 日額 205～490円 

消防職員出動手当 災害及び救急のために出動 １回 150円 

汽かん室勤務手当 技能労務職 早出勤務に従事 月額 3,000円 
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病院勤務職員手当 ※ 一般行政職等 
公立置賜総合病院に勤務す

る職員 
月額 4,000円 

防疫手当 

※ 技能労務職 

病菌付着した物件の消毒業

務に従事した病院勤務職員 
１釜 50円 

給食室勤務職員手当 
給食室勤務で早出勤務に従

事した病院勤務職員 
日額 200～300円 

 （注）  ※の支給対象職員については、公立置賜総合病院に勤務する職員が支給対象となります。  

     平成１８年４月１日より特殊勤務手当については、全額支給凍結としております。  

 

⑸  時間外勤務手当 

支給実績（２２年度決算） 31,396 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 133 千円 
支給実績（２１年度決算） 21,050 千円 
職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 89 千円 

 

⑸  その他の手当（平成２３年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(22年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（22年度決算） 

扶 養 手 当      
配偶者 13,000 円、一般

の扶養親族につき 6,500

円など 

同 
 

25,702千円 217,800円 

住 居 手 当      借家：限度額 27,000円 異 

 

 

 

4,595千円 287,100円 

通 勤 手 当      

交通機関利用： 

 限度額  55,000円 

交通用具利用： 

 限度額  35,000円 

異 

交通用具利用に係る

手当について、通勤

距離区分を国より細

分化している。 

16,937千円 90,100円 

管 理 職 手 当 
管理又は監督の地位にあ

る職員に対し給料月額の

100分の 10を支給 

同 
 

6,090千円 507,500円 

休日勤務手当 
祝日及び年末年始の休日

に勤務を命ぜられた職員

に支給 

同 
 

417千円 1,700円 

寒 冷 地 手 当 
毎年 11 月から翌年 3 月

までの間に寒冷の地に在

勤する職員に支給 

同 
 

15,645千円 66,800円 

 

６ 特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在） 

区     分 給 料 月 額 等                     

給

料 

 

 

町 長 

副 町 長 

 

 

 

６７２，０００円 

５８９，６００円 

 

（参考）類似団体における最高／最低額 
 

798,000円／ 319,000円 

650,000円／ 378,000円 

 

報

酬 

議 長 

副 議 長 

議 員 

３３０，０００円 

２７０，０００円 

２５５，０００円 

340,000円／ 230,000円 

280,000円／ 180,000円 

258,000円／ 157,000円 

期

末

手

当 

 

町 長 

副 町 長 

 

（２２年度支給割合） 

２．９５月分 

議 長 

副 議 長 

議 員 

（２２年度支給割合） 

２．９５月分 
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退

職
手

当 

 

町 長 

 

 

 

副 町 長 

 

（算定方式）                     （支給時期） 

給料月額×勤続月数×56.7/100  退職 (任期満了含む｡)時  

（１期の手当額） 18,289,152 円  

 

（算定方式）                     （支給時期） 

給料月額×勤続月数×33.1/100  退職 (任期満了含む｡)時  

（１期の手当額） 9,367,564 円  

 （注）１  給料については、町長２０％、副町長１２％を削減しています。  

    ２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額および支給率に基づき、１期  

     （４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  

 

７ 職員数の状況 

⑴  部門別職員数の状況と主な増減理由 
                                                             

                                 （各年４月１日現在） 

区 分 

 

部 門 

職  員  数 
対 前 年 

増 減 数 主 な 増 減 理 由            
平成２３年 平成２２年 

普
通
会
計
部
門 

一

般

行

政

部

門  

議  会 ２ ２    

総  務 ５１ ５２ ▲１ 事務事業実見直しに伴う減員 

税  務 １３ １３   

労  働 １ １  
  

  

農林水産 １８ １８   

商  工 ８ ７ １ 事務量増に伴う増員 

土  木 ７ ７  
 

民  生 ２７ ２８ ▲１ 
事務事業実見直しに伴う減員 

衛  生 ８ ７ １ 
事務量増に伴う増員 

 計 １３５ １３５  
人口１万人当たり職員数 74.08人 

［参考：類似団体１万人当たり職員数 69.47］ 

教育部門 ５０ ４９ １ 事務量増に伴う増員 

消防部門 ３８ ３８   

小  計 ２２３ ２２２ １ 
人口１万人当たり職員数 123.47人 

［参考：類似団体の職員数 88.59］ 

公
営
企
業
等
会
計
部
門 

水  道 ６ ６   

下 水 道 ２ ２   

そ の 他 １５ １６ ▲１ 事務事業実見直しに伴う減員 

小  計     ２３          ２４      ▲１ 
 

合  計 
２４６          

[３２１ ] 

２４６          

[３２１ ] 

 

[ －  ] 
人口１万人当たり職員数 136.81人 

 （注）１ 職員数は、一般職に属する職員数（教育長含む。）の総数です。 

    ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 
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⑶  年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在） 
 

 
 

 

区 分 
20歳 

 

未満 

20歳 

～  
23歳 

24歳 

～  
27歳 

28歳 

～  
31歳 

32歳 

～  
35歳 

36歳 

～  
39歳 

40歳 

～  
43歳 

44歳 

～  
47歳 

48歳 
～  

51歳 

52歳 

～  
55歳 

56歳 

～  
59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

職員数 
人 

４ 

人 

１３ 

人 

１１ 

人 

１６  

人 

１９ 

人 

３３ 

人 

２０ 

人 

３２ 

人 

３２ 

人 

２７ 

人 

３８ 

人 

－ 

人 

２４５ 

  （注）  本表における職員数は、一般職に属する職員（教育長含む。２５６人）から教育長及び病院派遣職員

（１１名）を除いた数です。  

 

 

⑷ 職員数の推移 
                                                                         （単位： 人 ・ ％ ）  

区分 

部門 
平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年 平成 22年 平成 23年 

過去５年間 

の増減数(率) 

一般行政 １３８ １４０ １３４ １３６ １３５ １３５ ▲ ３（▲ 2.2％） 

教  育 ５８ ５５ ５３ ５１ ４９ ５０ ▲ ８（▲13.8％） 

消  防 ３７ ３７ ３７ ３８ ３８ ３８ 1   （ 2.7％） 

普通会計計 ２３３ ２３２ ２２４ ２２５ ２２２ ２２３ ▲１０（▲ 4.3％） 

公営企業等

会計計 
２９ ２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ▲  ６（▲20.7％） 

計 ２６２ ２５９ ２５０ ２５０ ２４６ ２４６ ▲１６（▲ 6.1％） 

（注）１  各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。  

   ２  合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 
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８ 公営企業職員の状況 

 水道事業 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区分 総費用 

Ａ 
純損益又は 

実質収支 
職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

２１年度の総費用に占め

る職員給与費比率 

２２年度 千円 

472,964  

千円 

21,745 

千円 

46,987  

％ 

9.9 

％ 

9.7 

      

     

  区分 
職員数 

Ａ 

給  与  費 一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 

 

 
(参考)   平均 

一人当たり給与費 給  料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当      計   Ｂ 

２２年度 
人 

６ 

千円 

24,197  

千円 

2,497  

千円 

8,736  

千円 

35,430  

千円 

5,905 
 

千円 

6,442 

      （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

          ２ 職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数である。 

            

  イ 特記事項 

 

 

    ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額         

川 西 町 46.5歳 349,403円 470,736円  

団 体平 均 45.6歳 362,100円 535,892円  

事業者 歳  円 

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。                                      

 

    ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

川西町 一般行政職 

１人当たり平均支給額（２２年度） 

1,456千円 
１人当たり平均支給額（２２年度） 

1,461千円 

（２２年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

2.60 月分      1.35 月分 

       (1.45 )月分     ( 0.65 )月分 

（２２年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

2.60 月分       1.35 月分 

       ( 1.45 )月分     ( 0.65 )月分 
（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役職加算  ５％～１５％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役職加算  ５％～１５％ 

   （注）１  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

２  川西町の期末手当の支給月数等については、平成１６年度から国の支給月数等より減じて、  

本表のとおり支給しています。  

 

     イ 退職手当（２３年４月１日現在） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

川西町 一般行政職 

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年          23.500月分  30.550月分 

勤 続 2 5 年          33.500月分   41.340月分 

勤 続 3 5 年          47.500月分   59.280月分 

最 高 限 度 額    59.280月分   59.280月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置  2％～ 20％加算  

1 人当たり平均支給額 －千円    －千円 

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年          23.500月分  30.550月分 

勤 続 2 5 年          33.500月分   41.340月分 

勤 続 3 5 年          47.500月分   59.280月分 

最 高 限 度 額    59.280月分   59.280月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置  2％～ 20％加算  

1 人当たり平均支給額 －千円  25,999 千円 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 
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ウ 特殊勤務手当（平成２２年度決算より） 

支給実績                       ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額                      ０ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合                       ０  ％ 

手当の種類（手当数） ３    種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

危険業務手当 

企業職 

作業上危険と認められる業務  日額 400円 

未納金徴収等手当 水道使用料の未納金徴収等の業務 日額 150円 

水道業務手当 水道業務及び電気取扱業務に従事 月額 3,000～4,000円 

  （注）  平成 18 年 4 月 1 日より特殊勤務手当については、全額支給凍結しております。  

      

エ 時間外勤務手当   

支給実績（２２年決算） ８１１ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２２年決算）   １３５千円 
支給実績（２１年度決算）             ４６０千円 
職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）               ６６千円 

     （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

      

オ その他の手当（平成２３年年４月１日現在）          

手当名 内容及び支給単価 
一般行政

職の制度

との異同 

一般行政職の制 

度と異なる内容 
支給実績 

（２２年度決算） 

支給職員 1 人当たり平均

支給年額 
（２２年度決算） 

扶 養 手 当      
配偶者 13,000 円、一般の扶

養親族は１人につき 6,500 円

など 

同 
 

960千円 240,000円 

住 居 手 当      
借家：限度額 27,000円 

持家：一律   3,000円 
同 

 
0千円 0円 

通 勤 手 当      

交通機関利用： 

 限度額  55,000円 

交通用具利用： 

 限度額  35,000円 

同 

 

296千円 74,000円 

管 理 職 手 当 
管理又は監督の地位にある職

員に対し給料月額の 100 分の

10を支給 

同 
 

0千円 0円 

休日勤務手当 祝日及び年末年始の休日に勤

務を命ぜられた職員に支給 
同  0千円 0円 

寒 冷 地 手 当 
毎年１１月から翌年３月まで

の間に寒冷の地に在勤する職

員に支給 

同 
 

430千円 71,667円 

 


